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我が国の高速道路は，その約 4 割が往復 2 車線道路で供用されている．往復 2 車線道路においては，低

速車両が存在し，かつ，追い越し困難な状況が長く続くと，走行車両全体の速度を低下させるため，その

結果として円滑性，安全性および快適性の低下をもたらすおそれがある． 
往復 2 車線道路では必要に応じて付加追越車線の設置が道路構造令で規定され，高いサービス速度を提

供する効果が期待されている．一方，様々な交通量に応じた，期待される付加追越車線による安全性や円

滑性の効果は不明確である． 
本研究では，高速道路の付加追越車線による円滑性の効果に着目し，ETC2.0 プローブ情報等を利用し

て付加追越車線およびその前後区間における交通量と速度および時間信頼性の関係について分析し，交通

量に応じて期待される円滑性向上の効果について考察した． 
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1. はじめに 

 

近年，我が国では暫定 2 車線での開通区間が顕著に

増加しており，高速道路の約 4割が往復 2車線で供用さ

れている．往復 2車線道路では，先行車両が低速である

場合に追い越し行動が制限され，追従状態が続くことに

よって走行車両の円滑性，安全性および快適性の低下を

もたらすおそれがある．こうした中，暫定 2車線区間の

対策として，速度や時間信頼性の低下区間における 4車

線化や付加車線の設置が示されている 1)． 

付加車線の設置については道路構造令で規定されて

おり，第 1種の往復 2車線道路では必要に応じて付加追

越車線を設置するものとされている．付加追越車線とは，

低速車両に追従する車両を分離して適切な走行速度を確

保させるために設置される車線であり，高いサービス速 

 

度を提供する効果が期待されている．また，『道路構造

令の解説と運用』においては，設置延長といった構造に

関する記載が示されている 2)． 

高速道路の付加追越車線に関する既往研究として，

例えば，追従車密度を用いて付加追越車線の設置効果を

評価する方法を示した研究 3)や，暫定 2 車線の付加車線

区間における交通事故特性を明らかにした研究 4)などが

ある．しかし，様々な交通量に応じた，期待される安全

性や円滑性の効果については不明確である． 

本研究では，高速道路の付加追越車線による円滑性の

効果に着目し，付加追越車線区間および前後区間（以下

「付加追越車線等の区間」という．）における交通量と

速度および時間信頼性の関係について分析し，交通量に

応じて期待される円滑性向上の効果について考察した．
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2. 研究方法 

 

(1) 使用したデータ 

本研究では速度データと交通量データを使用して分析

を行った．速度データについては，平成 28 年 4 月 1 日

～平成 29年 3月 31日（1年間）に取得された ETC2.0プ

ローブ情報の様式 1-2（走行履歴情報）における地点速

度を使用した．なお，算定速度が 1km/h 未満および

150km/h 以上のデータは異常値とみなして除去すること

とした． 

交通量データについては，交通量調査実施要綱に基づ

き得られる様式 QV-11（高速道路交通量速報値様式（日

別））を使用した．なお，集計期間は速度データと同様

の期間とした． 

 

(2) 分析対象区間の設定 

表-1 は分析対象とする 2 区間の幾何構造および交通

条件を示したものである．対象区間の選定にあたっては，

付加追越車線延長が『道路構造令の解説と運用』で示さ

れる標準値（1.0～1.5km）を満たし，かつ，前後に ICや

JCT，SA/PA が存在しない区間であることに留意した上

で，ピーク時間の年平均交通量が異なる 2区間とした． 

分析にあたっては，付加追越車線区間とその上流側の 

 

表-1 分析対象区間の概要 

区間名 A B 
車線延長（km） 1.3 1.1 

ピーク時間の年平均交通量 
(台/h/車線) 

414 840 

規制速度（km/h） 70 70 
最急縦断勾配（%） 0.8 0.7 

 

追越-① 追越-② 追越-③

付加追越車線区間

500m400m 400m

前-① 前-② 前-③

前区間

500m400m 400m

後-① 後-② 後-③

後区間

500m400m 400m

 

図-1 付加追越車線等の区間の分割設定（区間A） 
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図-2 付加追越車線等の区間の分割設定（区間B） 

 

表-2 時間信頼性指標および算定方法 

指標 算定方法 
BT(90) 90％タイル旅行時間 - 平均旅行時間

BTI(90) BT(90) / 平均旅行時間 

区間（前区間）、下流側の区間（後区間）をそれぞれ 

3 分割した計 9 区間毎に速度の整理を行った．（図-1，

図-2） 

 

(3) 分析方法 

a) 交通量と速度の関係 

付加追越車線等の区間における交通量と速度の関係を

把握するため，交通量に応じた分割区間別の平均的な速

度と 10台に 1台発生する低速状態の速度を表す 10％タ

イル速度を算定して分析した．交通量については区間 A

で 3 ケース（200 台/h 未満，200 以上 400 台/h 未満，400

以上 600 台/h 未満），区間 B で 3 ケース（600 以上 800

台/h未満，800以上 1,000台/h未満，1,000台/h以上）をそ

れぞれ設定した． 

b) 交通量と時間信頼性の関係 

表-2 は分析に使用する時間信頼性指標および算定方

法を示したものである．BT(90)は，平均旅行時間に対し

て 10 回に 1 度遭遇する遅れ時間を表し，BTI(90)は，

BT(90)の平均旅行時間に対する割合を表すものであり，

いずれの指標も値が小さいほど時間信頼性が高いと評価

するものである． 

本研究では，付加追越車線等の区間における交通量と

時間信頼性の関係を把握するため，付加追越車線等の区

間における合計旅行時間を個車毎に整理して時間信頼性

指標を算定した．交通量については，区間 A，区間 B

ともに前項と同様の 3ケースを設定し，交通量別に整理

した時間信頼性指標を比較した． 

 

 

3. 付加追越車線による交通量と速度の関係 
 

(1) 交通量が600台/h未満のケース（区間A） 

図-3～図-5 は，3ケース（200台/h未満，200以上 400

台/h 未満，400 以上 600 台/h 未満）の交通量別に算定し

た平均的な速度と 10％タイル速度を折れ線グラフで示

したものである．図中の破線間が付加追越車線区間を示

し，図中横軸は車両の進行方向（左→右）も示している．

各図をみていくと，いずれのケースも追越区間で平均速

度および 10％タイル速度が高くなり，その後，緩やか

に低下する傾向が確認できた．また，前区間と後区間に

おける両速度の最小値を比較すると，いずれのケースも

後区間の速度が高いことを確認できた．さらに，前区間

（前-②）から付加追越車線区間（追越-②）における

10％タイル速度の変化を交通量別にみると，200 台/h 未

満では約 8％（6km/h），200 以上 400 台/h 未満では約

10％（7km/h），400 以上 600 台/h 未満では約 13％

（9km/h）向上する結果が得られ，交通量が多くなるに

つれて 10台に 1台発生する低速状態の速度向上効果は 
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図-3 分割区間別の速度（区間A：200台/h未満） 
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図-4 分割区間別の速度（区間A：200以上 400台/h未満） 
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図-5 分割区間別の速度（区間A：400以上 600台/h未満） 

 

大きくなることを確認できた． 

こうしたことから，600 台/h 未満の交通状況下におけ

る付加追越車線では，交通量が多くなるにつれて速度向 

上効果は大きくなり，高いサービス速度を提供できる交

通条件であると考えられる． 

 

(2) 交通量が600台/h以上ケース（区間B） 

図-6～図-8 は，3ケース（600以上 800台/h未満，800

以上 1,000台/h未満，1,000台/h以上）の交通量別に算定 
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図-6 分割区間別の速度（区間B：600以上 800台/h未満） 
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図-7 分割区間別の速度（区間B：800以上 1,000台/h未満） 
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図-8 分割区間別の速度（区間B：1,000台/h以上） 

 

した平均的な速度と 10％タイル速度を折れ線グラフで 

示したものである． 

まず，交通量が 600 以上 800 台/h 未満（図-6），800

以上 1,000 台/h 未満（図-7）のケースをみていく．いず

れのケースも追越区間で平均速度および 10％タイル速

度が高くなり，その後，低下する傾向が確認できた．ま 

た，前区間と後区間における両速度の最小値を比較する

と，いずれのケースも後区間の速度の方が低く，3(1)で

示した傾向と異なる結果が確認できた．これは，付加追
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越車線の合流部付近がボトルネックとなり，速度が低下 

したと考えられる．さらに，前区間（前-②）から付加

追越車線区間（追越-②）における 10％タイル速度の変

化を交通量別にみると，600 以上 800 台/h 未満では約

10％（7km/h），800 以上 1,000 台/h 未満では約 16％

（10km/h）向上する結果が得られ，交通量が多くなるに

つれて 10 台に 1 台発生する低速状態の速度向上効果は

大きくなることを確認できた． 

次に，交通量が 1,000 台/h 以上（図-8）のケースをみ

ていく．平均速度は前述と同様の傾向を示したものの，

10％タイル速度については追越区間で速度が低下し，追

越-③で最小値をとる結果が得られた．また，前区間

（前-②）から付加追越車線区間（追越-②）における

10％タイル速度の変化をみると，約 46％（27km/h）低下

する結果が得られた． 

さらに，図-9 は交通量が 1,000 台/h 以上のケースで走

行していた車両のサンプル件数割合を速度別に示したも

のである．図をみると，付加追越車線区間では他区間と

比べて速度の高い車両割合が増加するものの，20km/h

未満の低速車両割合も増加することが確認できた．特に，

追越-③で 20km/h 未満の低速車両割合が最も多いことか

ら，付加追越車線の合流部付近がボトルネックとなり，

先詰まりによる渋滞が発生したと考えられる． 

こうしたことから，600 台/h 以上の交通状況下におけ

る付加追越車線について，1,000 台/h 未満の場合，付加

追越車線区間における速度は向上するものの，前区間よ

りも後区間で速度が低下する結果が確認できた．しかし，

10％タイル速度の最小値が道路交通法で定める最低速度

（50km/h）を満たすことから，適切な走行速度を確保で

きる交通条件であることが考えられる． 

また，1,000 台/h 以上の場合，10 台に 1 台の車両は付

加追越車線区間で速度が低下し，合流部付近の速度が著

しく低下する車両が発生することから，適切な走行速度

を確保することが困難な交通条件であると考えられる． 

 

 

4. 付加追越車線による交通量と時間信頼性の関

係 
 

(1) 交通量が600台/h未満のケース（区間A） 

図-10 は 3ケース（200台/h未満，200以上 400台/h未

満，400 以上 600 台/h 未満）の交通量別に算定した付加

追越車線等の区間における平均旅行時間，BT(90)および

BTI(90)を示したものである．いずれの時間信頼性指標も

交通量による変化が見られないという結果が得られたこ

とから，付加追越車線において 600台/h未満という交通

状況は，高い時間信頼性が確保される交通条件であると

考えられる． 
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図-9 分割区間別のサンプル件数（区間B：1,000台/h以上） 
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図-10 交通量別の平均旅行時間・BT(90)・BTI(90)（区間A） 
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図-11 交通量別の平均旅行時間・BT(90)・BTI(90)（区間B） 

 

(2) 交通量が600台/h以上ケース（区間B） 

図-11 は 3 ケース（600 以上 800 台/h 未満，800 以上

1,000 台/h 未満，1,000 台/h 以上）の交通量別に算定した

付加追越車線等の区間における平均旅行時間，BT(90)お

よびBTI(90)を示したものである． 

交通量が 1,000 台/h 未満のケースでは，いずれの時間

信頼性指標も交通量による変化が見られないという結果

が得られた．一方，交通量が 1,000 台/h 以上のケースで

は，1,000 台/h 未満と比べて BT(90)および BTI(90)が大き

く増加する結果が確認できた．特に，BT(90)の変化に着

目すると，800 以上 1,000 台/h 未満では 12 秒であるのに

対し，1,000台/h以上では 129秒となり，10回に 1度遭遇
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する遅れ時間が約 2分長くなる結果が得られた． 

こうしたことから，付加追越車線において 600台/h以

上 1,000 台/h 未満という交通状況は，高い時間信頼性が

確保される交通条件であると考えられる．一方，1,000

台/h以上の場合，10回に 1度遭遇する遅れ時間が長くな

ることから，時間信頼性が確保できない交通条件である

と考えられる． 

 

 

5. まとめ 
 

本研究では，高速道路の付加追越車線等の区間におけ

る交通量と速度および時間信頼性の関係について分析し，

交通量に応じて期待される円滑性向上の効果について考

察した． 

交通量が 600台/h未満のケースでは，交通量が多くな

るにつれて平均速度および 10％タイル速度の向上効果

は大きくなり，時間信頼性指標の変化がみられないこと

を確認した．このため，600 台/h 未満の区間で設置され

た付加追越車線は，高いサービス速度を提供することが

可能であり，かつ高い時間信頼性が確保されることから，

円滑性向上の効果が期待できる交通条件であると考えら

れる． 

交通量が 600 以上 1,000 台/h 未満のケースでは，付加

追越車線の前区間よりも後区間で速度が低下するものの，

10％タイル速度の最小値が道路交通法で定める最低速度

（50km/h）を満たすことを確認した．また，時間信頼性

指標の変化についてはみられないことを確認した．この

ため，600以上 1,000台/h未満の区間で設置された付加追

越車線は，合流部付近で速度が低下するものの，50km/h

未満までは低下せず，高い時間信頼性が確保されること

から，適切な走行速度を確保できる交通条件であると考

えられる． 

交通量が 1,000 台/h 以上のケースでは，付加追越車線

合流部付近の速度が著しく低下する車両が発生し，10

回に 1度遭遇する遅れ時間が長くなることを確認した．

このため，1,000 台/h 以上の区間で設置された付加追越

車線は，合流部付近で発生する先詰まり車両により適切

な走行速度を確保することが困難となり，時間信頼性が

確保できない交通条件である考えられる． 

本研究では，付加追越車線と前後それぞれ 1km 程度

を評価区間として分析したが，合流後の走行状態をより

詳細に把握するため，今後は合流後の評価区間を長く設

定した分析が必要と考える．また，付加追越車線による

安全性や快適性の効果についても考慮する必要があり，

これらの効果と道路交通条件との関係を明らかにするこ

とで，付加追越車線の設置効果が期待できる交通条件を

明らかにすることが重要と考える． 
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